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 Ⅰ 平成２７年度決算の概要  
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 経 費 １１億円 減少 
 ■ 減価償却費、預金保険料の減少 

 与信費用 ７億円 増加 
 ■ ９ページ参照 

● 経費削減によりコア業務純益は前期比１１億円の増益 
● 当期純利益６４億円、前年に次ぐ過去２番目の利益 

（億 円）

前期比

1 コア業務粗利益 321 320 ▲ 1

2 業務粗利益 323 322 ▲ 1

3 資金利益 285 284 ▲ 1

4 役務取引等利益 33 32 ▲ 1

5 その他業務利益 4 6 2

6 国債等債券損益…① 2 2 0

7 経費 240 229 ▲ 11

8 人件費 127 127 0

9 物件費 100 89 ▲ 11

10 コア業務純益 80 91 11

11 実質業務純益 83 94 11

12 一般貸倒引当金繰入額…② 0 9 9

13 業務純益 83 85 2

14 臨時損益 27 7 ▲ 20

15 不良債権処理額…③ 3 ▲ 8 ▲ 11

16 一般貸倒引当金戻入益…④ 9 ー ▲ 9

17 株式等関係損益…⑤ 23 0 ▲ 23

18 経常利益 110 92 ▲ 18

19 特別損益 ▲ 3 ▲ 1 2

20 当期純利益 67 64 ▲ 3

21 有価証券関係損益（①＋⑤） 25 3 ▲ 22

22 与信費用（②＋③－④） ▲ 6 1 7

28年3月期
実　　績

27年3月期
実　　績

 資金利益 １億円 減少 
 ■ 貸出金利回り低下の影響 
 ■ ４ページ参照 

 株式関係損益 ２３億円減少 

   Ⅰ 決算概要 ２８年３月期損益（単体） 
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株式 国内債 外国
証券 

投資信託 

■ 有価証券利息等 増減要因 
（億 円） 

4 

316 304 289 285 284

29
31

30 33 32

6 6
6 3 4

0

200

400

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

資金利益 役務取引等利益 その他

３２１ ３２５ ３２０ 

（億 円） 

■ コア業務粗利益の推移 

▲4 

＋1  

▲1 

▲1 

285 284 

6

▲13

0

7

0 ▲1

■ 資金利益 増減要因 

平 残 利回り 平 残 利回り 平 残 利回り 

２７年 
３月期 

貸出金利息 

▲７ 

有価証券利息等 

７ 

預金利息 

▲１ 

２８年 
３月期 

（億 円） 

▲１ 
▲16 

   Ⅰ 決算概要 コア業務粗利益の状況 

３５１ 
３４１ 

▲10 

● コア業務粗利益は３２０億円、資金利益は２８４億円 
● 貸出金利息の減少を有価証券利息でカバー 

＋7 
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8,609
8,514 8,438 8,636

8,899

3,108 3,157 3,271 3,354 3,437

2,755 2,705 3,254
3,502

3,696

1.62% 1.52% 1.42%
1.31% 1.23%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

0
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15,000

20,000

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

事業先 個人 地公体 貸出金利回り

（億円） 

4,481 4,532 4,544

3,957 4,104 4,355

0

3,000

6,000

9,000

26年3月期 27年3月期 28年3月期

県 外

県 内

2,992 3,065 3,140

216 230 242

1,000

2,000

3,000

4,000

26年3月期 27年3月期 28年3月期

その他個人ローン
住宅ローン

● 全ての貸出金項目の増加により総貸出末残は過去最高を更新 

■ 貸出金残高（末残）の推移 
（億 円） 

１４，９６３ 

１５，４９２ 
１６，０３２ 

１４，４７２ １４，３７６ 

＋540 

＋194 

＋83 

▲0.08pt 

＋263 

■ 事業先貸出 秋田県内・県外残高 

■ 住宅ローン・その他個人ローン残高 

8,899 8,636 
（億 円） 

＋251 

＋12 

貸出金の状況 

＋263 
  

 

 

 

 

 

 

   Ⅰ 決算概要 貸出金の状況 

8,438 

3,383 3,295 3,208 

＋12 

＋76 

＋88 
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3,329

2,949 2,821
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個人 法人 地公体 他 預金等利回り

（％） 

15,904 16,023 16,235
16,637 16,767

425 361
286

156 53533 628
627

734 711
975

1,125
1,203

1,317 1,517

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末 28年3月末

個人預金 公共債 投資信託 生命保険

● 総預金末残は個人・法人預金増加により前期末比１００億円増加 
● 個人預り資産は預金および生保の増加により前期末比２０４億円増加 

■ 預金残高（末残）の推移 

２３，９９３ 

２４，９５３ 
２５，６０７ 

２５，７０７ 

２３，８８５ 

＋100 

＋98 

▲128 

＋130 

（億 円） 

１８，８４４ 
１９，０４８ 

１７，８３７ 

１８，１３７ 

１８，３５２ 

■ 個人預り資産残高（末残）の推移 

（億 円） 

＋130 

＋200 

▲23 

▲103 

＋204 

（単位：百万円）

前年比
投資信託 835 1,015 950 ▲ 65
生命保険 394 487 496 9

26年3月末 27年3月末 28年3月末

■ 投資信託・生命保険料手数料の推移 

   Ⅰ 決算概要 預金・預り資産の状況 
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ヘッジ効果後の円金利感応度 SWAP・債先によるヘッジ効果

35

金利リスク量（１０ＢＰＶ）の推移

37
39

（億円）
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■ 有価証券部門損益（総合損益） 

4,020
3,223 

3,972 3,785 3,414 

1,393

1,104 

748 
551 468 

2,737

3,021 

3,561 
3,329 

3,317 

344

311 

314 
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723 

1,062 
1,695 2,329 

1.15 
1.13 

1.02 
1.08 

1.17 

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

国 債 地方債 社債 株式 投信その他 有価証券利回り

（億 円） 

● 金利リスクをコントロールしながら国債から投信その他へ運用をシフト 
● 有価証券利回りは０．０９ポイント上昇 

＋634 

▲10 

▲12 

▲83 

▲371 

８，３８２ 

９，６５７ ９，６７８ ９，８３６ 

９，１４４ 

＋158 

■ 有価証券残高・利回りの推移 

（％） 

＋0.09ｐｔ 

（償却原価ベース） 

■ 評価損益 

■ 金利リスク量（10BPV）の推移 

（億 円）

27年3月期 28年3月期 増 減

1 利息配当金 108 118 10

2 売却・償還 益 38 124 86

3 売却・償還 損（▲） 12 120 108

4 償　却（▲） 1 1 0

5 合　計 133 121 ▲ 12

（億 円）

6 国　内　債 165 225 60

7 外　　　債 20 24 4

8 株　　　式 306 223 ▲ 83

9 投資信託ほか 98 73 ▲ 25

10 合　　　計 590 547 ▲ 43

28年3月期27年3月期 増 減

   Ⅰ 決算概要 有価証券の状況 
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73.79 

71.35 

74.16 
74.85 

71.47 

62.00

66.00

70.00

74.00

78.00

24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期

● 減価償却費、預金保険料等の減少により物件費１１億円減少 
● ＯＨＲ７１．４７％、前年比３．３８ポイント低下 

■ 経費の推移 

■ ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース）の推移 

（％） 

   Ⅰ 決算概要 経費の状況 
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■ 与信費用                                            
＝一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理額－一般貸倒引当金戻入益 

● 大口先のランクアップなどにより与信費用は低水準を維持 

３９ 

０ 
１ 

▲６ 

６ 

■ 与信費用の推移 

（億 円） 

■ 自己査定の状況 

＋7 

（億円、ｐｔ）

総与信 構成比 総与信 構成比 総与信 構成比

1 正常先 14,080 90.4% 14,657 91.0% 577 0.6

2 要注意先 1,024 6.6% 1,045 6.5% 21 ▲ 0.1

3 うち要管理先 10 0.0% 5 0.0% ▲ 5 ▲ 0.1

4 破綻懸念先 341 2.2% 286 1.8% ▲ 55 ▲ 0.4

5 実質破綻先 114 0.7% 106 0.6% ▲ 8 0.0

6 破綻先 13 0.1% 18 0.1% 5 0.0

7 合　計 15,572 100.0% 16,112 100.0% 540 -

増　減２７年３月末 ２８年３月末

   Ⅰ 決算概要 与信費用の状況 

＋18 
▲11 
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149 127 124
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3.69%
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2.57%
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2.00%
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0
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24年3月末 25年3月末 26年3月末 27年3月末 28年3月末

破産更生債権 危険債権 要管理債権 不良債権比率

● 不良債権残高は２７年３月末比で６１億円減少 
● 不良債権比率は２７年３月末比で０.４８ｐｔ低下し２.５７％ 

■ 金融再生法開示債権の推移 

６２５ 

５５６ 

４７６ 

４１５ 

６１８ 

▲61 

▲4 

▲55 

▲3 

▲0.48ｐｔ 

■ 保全状況 

■ 増減内訳（２７年３月期 ～ ２８年３月期） 

■ 不良債権比率 

  部分直接償却 未実施 

＜参 考＞ 

部分直接償却実施後 ２.０３％ 

（億 円） 

   Ⅰ 決算概要 不良債権の状況 

55億円 49億円

→ 要管理債権へ 0 億円 65億円

→ 危険債権へ 40 億円 要管理債権から → 4 億円

→ 破産更生債権等へ 15 億円 危険債権から → 60 億円

与信額増加等 5億円 破産更生債権等から → 1 億円

バルクセール・直接償却等 8億円

増加合計 60億円 減少合計 122億円

ランクアップ

ランクダウン

増　加 減　少（▲）

弁済等

債権額
Ａ

保全額
Ｂ

未保全額
(Ａ-Ｂ)

保全率
(Ｂ÷Ａ)

1 破産更生債権等 124億円 124億円 0億円 100.0%

2 危 険 債 権 286億円 234億円 53億円 81.6%

3 要 管 理 債 権 4億円 2億円 2億円 52.2%

4 合 計 415億円 360億円 56億円 86.7%



55.2%

24.3%

10.2%
10.3%

44.3%

42.3%

8.6% 4.8%

55.1%

32.3%

5.9% 6.7%

57.2%

25.3%

9.4%
8.1%

11 
当行 県内他行 信金信組 県外他行

● 県中央、県北、県南の全地域で預金・貸出金トップシェアを維持 

● 預金シェア ● 貸出金シェア 

■ 秋田県内の預貸金のシェア（２８年３月末） [ 算出対象：銀行、信用金庫、信用組合 ] 

■ 地域別の預貸金のシェア（２８年３月末） [ 算出対象：銀行、信用金庫、信用組合 ] 

● 預金シェア ● 貸出金シェア 

● 県 北  

● 県中央 

● 県 南 

当 行 

当 行 

当 行 当 行 

当 行 

当 行 

   Ⅰ 決算概要 県内預貸金シェアの状況 

当行 県内他行 信金･信組 県外他行

28年3月末 56.3% 29.6% 8.9% 5.2%

27年3月末 56.6% 29.1% 8.9% 5.4%
県内合計

当行 県内他行 信金･信組 県外他行

28年3月末 52.5% 33.5% 7.2% 6.8%

27年3月末 51.9% 33.9% 7.3% 6.9%
県内合計

61.5%

25.4%

8.2% 4.9%

47.5%

39.1%

9.7% 3.7%
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■ 算出基準 
  ・ 信用リスク･アセットの算出・・・標準的手法 
  ・ オペレーショナル･リスク相当額の算出・・・粗利益配分手法 

● バーゼルⅢ基準適用後も自己資本比率は１１％以上を確保 

■ 自己資本比率等の推移  

● バーゼルⅡ基準 ● バーゼルⅢ基準（経過措置適用後） 

   Ⅰ 決算概要 自己資本（単体）の状況 

（億円、ｐｔ）

1 自己資本額…① 1,213

2 TierⅠ…② 1,144

3 TierⅡ 69

4 一般貸倒引当金 45

5 再評価差額金45% 24

6 負債性資本調達手段等 -

7 リスクアセット…③ 10,318

8 信用リスク・アセット 9,690

9 オペレーショナル・リスク 628

10 11.76%

11 TierⅠ比率(②÷③) 0

自己資本比率(①÷③)

25年3月末

（億円、ｐｔ）

27年3月末比

1 自己資本額…③（＝①－②） 1,247 1,275 1,312 37

3 コア資本に係る基礎項目…① 1,247 1,288 1,340 52

4 普通株・内部留保等 1,191 1,245 1,291 46

5 一般貸倒引当金 33 23 32 9

6 再評価差額金45% 22 19 17 ▲ 2

7 コア資本に係る調整項目…② - 13 28 15

8 無形固定資産 - 3 6 3

9 前払年金費用 - 9 22 13

10 リスクアセット…④ 10,890 11,205 11,423 218

11 信用リスク・アセット 10,280 10,613 10,844 231

12 オペレーショナル・リスク 610 591 579 ▲ 12

13 11.45% 11.38% 11.48% 0.10

26年3月末

自己資本比率（③÷④）

28年3月末27年3月末
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 Ⅱ 経 営 戦 略  
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あきぎん＜しんか３＞プロジェクト ～期待を超える価値を提供しつづける銀行へ 

重点方針 

お客様との取引の「深化」     
による収益基盤の確立 

一人ひとりが「真価」        
を発揮する組織の構築 

「新価」の創造による          
地域発展への貢献 

２８年３月期

目標 実　績 目標比 評価

総預金残高 ２兆５,８００億円以上 ２兆５,７０７億円 ▲９３億円 未達成

総貸出残高 １兆５,０００億円以上 １兆６,０３２億円 ＋１，０３２億円 達成

コア業務純益 ８０億円以上 ９１億円 ＋１１億円 達成

当期純利益 ３０億円以上 ６４億円 ＋３４億円 達成

自己資本比率 １１．００％以上 １１．４８％ ＋０．４８％ 達成

不良債権比率 ３．５０％未満 ２．５７％ ▲０．９３％ 達成

２８年３月期

経営目標の達成状況 

   Ⅱ 経営戦略 前中期経営計画（２５～２７年度）の総括 

● 総預金残高を除く全ての目標を達成 
● 計画期間中に預貸金残高や当期純利益は過去最高水準を更新 

前中期経営計画名称 
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   Ⅱ 経営戦略 新中期経営計画（２８～３０年度）の概要 

経営目標（平成３０年度） 

総 預 金 残 高 （末残） ２兆６，０００億円以上 

総 貸 出 金 残 高 （末残） １兆７，０００億円以上 自 己 資 本 比 率 １０％以上 

当 期 純 利 益 ４０億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

【企業価値】 

  

新中計 
平成28年度～30年度 

前中計 
平成25年度～27年度 

 
 平成31年度 ～ 37年度 

新中期経営計画 

≪あきぎん≫みらいプロジェクト 
 ～創りたい未来、守りたい故郷～ 

基本戦略 Ⅰ 
地域活性化戦略 

基本戦略 Ⅱ 
営業基盤拡大戦略 

基本戦略 Ⅲ 
人材・組織強化戦略 

改革を進め持続的な成長への礎を築く 

あきぎん＜しんか ３ ＞プロジェクト 

・お客様との取引の「深化」 
・「真価」を発揮する組織 
・「新価」の創造 

前中期経営計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

経営理念 
「地域共栄」 

当行の 

企業価値向上 

地域経済の 

活性化 

  地域経済の活性化を牽引し、 

当行も持続的に成長していく 

実質業務純益100億円台を安定的に確保 

１０年後の当行の目指すべき姿 
 地域経済の質を高めるとともに、 

住みよい地域社会を創造し、成長し続ける銀行 

新中期経営計画の位置づけ 
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    Ⅱ 経営戦略 収益計画・単体（２８～３０年度） 

（億 円） （億 円）

前期比 30-27増減

1 コア業務粗利益 320 308 ▲ 12 297 ▲ 23

2 業務粗利益 322 312 ▲ 10 302 ▲ 20

3 資金利益 284 271 ▲ 13 260 ▲ 24

4 役務取引等利益 32 36 4 37 5

5 経費 229 232 3 228 ▲ 1

6 人件費 127 126 ▲ 1 126 ▲ 1

7 物件費 89 92 3 87 ▲ 2

8 実質業務純益 94 80 ▲ 14 73 ▲ 21

9 経常利益 92 61 ▲ 31 60 ▲ 32

10 特別損益 ▲ 2 ▲ 1 1 ▲ 1 1

11 当期純利益 64 40 ▲ 24 40 ▲ 24

28年度
計　画

27年度
実　績

30年度
計　画

● ２８年度 実質業務純益８０億円、当期純利益４０億円 
● ３０年度 当期純利益は２８年度同水準の４０億円を目指す。 

■ 収益計画概要 
 ● 資金利益 
   ⇒ 利回り低下に対して 
     中小企業貸出・無担保ローン  
     の増強により資金利益を確保 
     （18・19ページ参照） 

 ● 役務取引等利益 
   ⇒投信保有顧客数など 
     取引先数の拡大により 
     役務取引等利益を積み上げ 

     （19ページ参照）    

 ● 経 費 
   ⇒営業店・本部ＢＰＲの推進や 
     店舗運営コストの削減により 
     経費を抑制 
     （20ページ参照） 

■ 金利シナリオ 
   ⇒今年度中、さらなる追加緩和の 
    実施を想定 

▲37

7 

12 

1 

▲17

10

貸出金 
利回り低下 

■ 資金利益強化策の概要（３０年度） （億 円） 

▲24 

有価証券 
利回り低下等 

中小企業 
貸出増加 

無担保 
ローン増加 

その他貸出 
増加 

預金等 

▲5
5 

1 
1 

3

融資保険料 
増加 

■ 役務取引等利益強化策の概要（３０年度） 
（億 円） 

＋5 

法人フィー 
ビジネス他 

投信信託 
手数料増加 

生命保険 
手数料増加 

クレジット
カード 



■ 観光産業への支援強化 
● Ｎｅｔｂｉｘ事業での観光振興策の実施 

取組み
強化 

新たな 
取組み 

中小企業への積極的支援・地域産業の育成支援 

成長分野への取組み 

■ 航空機産業の育成支援 

■ 再生可能エネルギー事業への取組み 
● 洋上風力発電等プロジェクト実現に向けた外部機関等との連携強化 

■ アグリビジネス拡大への取組み 
● ６次産業化ファンドの活用による資金調達支援および経営支援 

■ 医療・介護事業への支援強化 

     Ⅱ 経営戦略  地域経済の質を高める取組み 
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● 事業性評価への取組み強化などにより中小企業・地域産業を積極的に支援 
● 観光産業をはじめ成長分野の支援を強化 

■ 事業性評価を重視した融資への取組み強化 
■ ライフステージに応じたソリューション提供 
● 創業、第二創業に対する支援強化、再生支援、事業承継、M&Aへ取組み強化 

■ 地域産業全体の競争力強化に向けた取組み 
● 各産業の中核企業や成長事業に対するコンサルティング機能の発揮 

313 

500 

0

100

200

300

400

500

■ 再生可能エネルギー貸出計画（融資契約額累計） 
（億円） 

２7年度
実績 

３０年度 
計画 

＋187 

57 

100 

0

50

100

■ 事業性評価による融資採択件数計画 
（件） 

２7年度
実績 

３０年度
計画 

＋43 

■ 地方版総合戦略を踏まえた自治体との新たな連携スキーム構築、 
  商工会議所・大学等との連携事業支援強化 
■ 本部・営業店およびグループ会社連携による自治体の課題への対応 
 ● あきぎんリサーチ＆コンサルティングによる地域活性化支援 

産学官連携の強化 

■ あきぎんリサーチ＆コンサルティング  



7,849
8,587

4,992
5,552

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

27年度実績 30年度計画

事業貸出平残 うち中小企業貸出平残

3,574 

4,574 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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    Ⅱ 経営戦略  法人取引の強化 

● 中小企業貸出増強やソリューション提供により法人取引のメイン化を推進 
● 営業推進態勢の再構築と人材の強化により営業活動の質を向上 

中小企業貸出の増強 

法人取引の「メイン化」推進 

法人フィービジネスの強化 

■ 法人メイン化先数計画 
（先） 

■ 事業貸出・中小企業貸出（東京除く） 
  平残計画 

（億円） 

３０年度計画 ２７年度実績 

＋560 

＋1,000 

人材の強化 

■ 法人・個人担当の専門性を高める 

● お客さまや地域の多様なニーズに応えうる 

 営業推進態勢の再構築 

営業推進態勢の再構築  

■ 法人営業スキルの向上 

● 営業店支援チームによる現場ＯＪＴの強化 

● 若手行員本部短期留学制度の実施 

営業活動の質向上 

■  ソリューションメニューの提供による 
     手数料収入の増強 

■ 県内：顧客基盤の拡大と取引の深堀りによ
るシェアの拡大 

■ 県外：中小企業向け貸出ボリュームの増強 

■ 預貸金取引の推進強化に加えて決済
取引に重点を置いた総合取引の拡充 

  

３０年度計画 

＋738 

２７年度実績 



若年期 青年期 壮年期 高齢期 

■ ＡＴＭカードローン導入、非対面チャネルのカードローン増強 

■ ローン受付簡素化による店頭販売強化 

個人ローン取引 

■ 新規顧客開拓による投信保有先増加 

■ パーソナルプラザの機能・態勢強化による保険商品推進 

金融商品取引 

■ 新機能カード（デビットカード等）およびＷｅｂ申込の導入 

クレジットカード取引 

■ 年金・給振など「集まる預金口座」の獲得推進 

預金取引 

クロスセル 

お客さまのライフプランに応じたニーズの解決策をご提案 
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    Ⅱ 経営戦略 リテール営業基盤の拡大 

●セールスプロセスにもとづくクロスセルの推進 

３０年度
計画 

２７年度
実績 

＋
13,447 

26,553 

40,000 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

■ 投信保有顧客数計画 

（人） 

＋13,447 

228 

401 

0

100

200

300

400

500

■ 無担保ローン平残計画 

（億円） 

３０年度
計画 

２７年度
実績 

＋173 

アフターフォローを通じて①
～④の繰り返し 

 
 

セールスプロセスの推進 

①ニーズ把握 

②アプローチ 

③セールス 

④アフターフォロー 

■ 個人営業スキルの向上 

● 総合的なリテールリーダーの育成 

● 「総合リテールFC（行内資格）」の制定 

営業活動の質向上 

人材の強化 
■ 法人・個人担当の専門性を高める 

● お客さまや地域の多様なニーズに応えうる 

 営業推進態勢の再構築 

営業推進態勢の再構築  



■ 本部・営業店業務ＢＰＲ（28年4月～） 
 ● 本部ＢＰＲ推進プロジェクトチーム設置による業務効率化の推進 
 ⇒ 本部から営業店へ人員60名をシフト 
 ● 営業店業務の簡素化・効率化と本部集中化の推進 
 ⇒ 事務部門から営業部門へ60名程度をシフト 

 重点地域に人員を再配置 

 （中小企業貸出の増強・リテール取引の接点拡大） 

■ 営業店業務改革推進プロジェクト（23年12月～） 
 ● 業務生産性向上による人員の見直し・店頭営業力の強化 
 ⇒ 営業係人員73名を削減、営業部門へシフト 

■ 店舗ネットワークの戦略的ダウンサイジング（28年4月～） 
 ● 中核店舗への事業性貸出業務や渉外活動人員の集中 
 ●店舗ネットワークの維持とエリア店舗の軽量化 
 ⇒ 地域のサービス維持と店舗運営コストの削減 

■ 店舗ネットワークの再構築（23年2月～） 
 ● 事業性貸出業務の中核店舗集約（エリア体制化）と店舗統廃合 
 ⇒ エリア体制化実績：７エリア 
 ⇒ 店舗統廃合：７か店 
 

 

  ＜営業活動量の増加＞ 

 
 
 

＜店舗運営コストの削減＞ 
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     Ⅱ 経営戦略 生産性向上と効率化への取組み 

● 本部・営業店ＢＰＲの推進により営業部門へ人員１２０名をシフト 
● 店舗機能の集約と軽量化により店舗運営コストを削減 

営業活動量の増加 

店舗運営コストの削減 

本 部 

中核店舗 エリア店舗 

業務集中化 
（営業店ＢＰＲ） 人員再配置 

（本部ＢＰＲ） 

事業性貸出業務・ 
渉外活動人員 

業務簡素化 
（営業店ＢＰＲ） 

業務集中化 
（営業店ＢＰＲ） 



1,312

830

652

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

配賦原資

（自己資本）

配賦資本 うち有価証券

への配賦額

バッファー

（自己資本

比率4％水準）

482

貸出金の

信用リスク等

178

（億円） 
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運用収益の増強と金利リスクコントロール 

● 金融環境・市場動向を勘案したポートフォリオ・リバランスの実施 
● 投資対象の拡大および運用手法の高度化による収益ソースの多様化 

有価証券運用方針 

    Ⅱ 経営戦略 有価証券運用の強化 

39.1% 34.7% 32.9% 

5.7% 
4.8% 4.9% 

34.4% 
33.7% 31.6% 

3.3% 
3.1% 2.8% 

17.5% 23.7% 27.8% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国債 地方債 社債 株式 投信・外債 

26年度実績 ２7年度実績 ２８年度計画 

■ 運用残高構成比 推移 

■ 有価証券運用への資本配賦 

■ マイナス金利政策による市場環境が変化した場合でも、 
 安定的なキャリー収益の確保とリスク耐性を高めるため、 
 外国債券や投資信託への分散投資を拡大 

 
■ 投資対象の拡大や運用手法の高度化により収益ソースを 
 多様化 
 ・オールニッポンアセットマネジメント」（※）の活用 
  など 
  

■ ポートフォリオの核となる円建債券については、 
 デュレーションを長期化する一方、ヘッジ取引を併用 
 して金利リスクを抑制 

（※）オールニッポンアセットマネジメント 
   東海東京フィナンシャルグループが設立した資産運用会社。 
   当行を含め地銀７行および日本政策投資銀行が共同出資し、 
   ２８年４月より営業開始。地方金融機関の資産運用を主たる 
   事業とする。 
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    Ⅱ 経営戦略 組織の強化 

● ブランドスローガンの浸透や女性の活躍推進により組織を強化 

（単位：%）

第２フェーズ

18年4月
実績

28年4月
実績

32年4月
目標

35年4月
目標

管理職層
（支店長・次長） 0 0.4 5 10

監督職層
（副長・係長） 3.6 10.7 20 30

第１フェーズ

■ 女性役席者数計画 

女性の活躍推進 

第１フェーズ （27年4月～32年3月） 

＜あきぎん＞女性“活き生き”応援プログラム 

● 管理職登用につながるキャリアアップ支援 

 女性の職務経験の拡大、キャリア形成の支援 

● 女性の継続就労 

 女性と家庭の両立支援策の充実 

● 意識・風土の変革 

 上司・男性向けの意識改革、 

 女性向けの意識改革、意識醸成 

■ 女性活躍推進プログラム 

＜目指す姿＞ 

女性の活躍を推進することで多様性のある組織を作り競争力を高め、持続的成長を実現する。 

あわせて、皆が“活き生き”と働ける職場作りに取り組む。 

＜第２フェーズ （32年4月～35年3月）＞ 

 

● 多様な人材の活用 

 優秀な人材の活用 

● 働き方改革 

 働き方の高度化 

● より多様性を認める意識・風土の定着 

 男女の固定的役割分担意識の解消 

“活き” 

“生き” 

意識・ 
風土改革 

● ブランドスローガンの目的 

 組織の一体感や行員のモチベーションを高め、地域発展にいっそう貢献できる組織へ 

●  行員からの公募・投票のうえ決定。行員の「ふるさとの未来」に対する情熱と使命感を示す。 

●  浸透に向けた施策 

 店頭インフォメーションボードでのイメージ映像の放映、行内ポスターの作成、名刺への掲載など 

ブランドスローガン浸透による組織風土の改革 
■ ブランドスローガン「創りたい未来がある。守りたい故郷がある。」の制定 （28年3月） 

■ ブランドスローガン行内ポスター  
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    Ⅱ 経営戦略  地域高齢化への取組み 

●「あきぎんエイジフレンドリーバンク宣言」にもとづく取組みにより地域高齢化に 
 積極的に対応 

あきぎんエイジフレンドリーバンク宣言 （27年2月） 

■ ＣＣＲＣのイメージ  

■ あきぎん長活き学校の概要 

■ 目指す姿 「長活きする秋田へ」 （宣言スローガン）  

あきぎん長活き学校の開校 （28年4月） 

■ あきぎん長活き学校の目的 

● 高齢者が互いに「学びあう」コミュニケーションの場を提供し、お客様とともに 

 地域の活力を創造する。 

■ 授業概要 

 ● 地域のアクティブシニアが自身の「長活きの秘訣」を生徒に伝える。 

 ● 毎月1回、県内各地で授業を開催し、秋田県全体に「長活き」を広める。 

秋田版ＣＣＲＣの実現 

■ 秋田プラチナタウン研究会の運営 （26年8月～） 

● 会員数83名（取引先企業、自治体、学校機関など） 

● 健康寿命の伸長、多世代共存・協働および経験・ノウハウを活用した産業の 

 活性化により持続可能な地域づくりを目指す。 



● ２７年度期末配当金は５０銭増配、２８年度は年間配当７円の予定 
● ２７年度自己株買付は９４２百万円（２８７万株）実施 

■ １株あたりの配当額の推移 

■ 株主還元実績 

株主還元  

   Ⅱ 経営戦略 株主還元 

（百万円、％）

1 当期純利益   Ａ 2,511 3,347 3,429 6,186 6,706 6,416

2 年間配当額　Ｂ 1,159 1,137 1,134 1,121 1,107 1,186

3 配当性向　Ｂ÷Ａ 46.1% 33.9% 33.0% 18.1% 16.5% 18.4%

4 自己株買付　Ｃ - 257 242 806 877 942

5 株主還元率　(Ｂ＋Ｃ)÷Ａ 46.1% 41.6% 40.1% 31.1% 29.6% 33.1%

２５年３月期２４年３月期 ２８年３月期２７年３月期２６年３月期２３年３月期
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23年3月期 24年3月期 25年3月期 26年3月期 27年3月期 28年3月期
29年3月期
（予定）

中間 ３円 ３円 ３円 ３円 ３円 ３円 ３.５円

期末 ３円 ３円 ３円 ３円 ３円 ３.５円 ３.５円

年間 ６円 ６円 ６円 ６円 ６円 ６.５円 ７円
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 本資料には、将来の業績にかかわる記述が含まれております。 

 こうした記述は、その内容を保証するものではなく、リスクや 

不確実性を内包するものです。 

 将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での計画と 

異なる可能性があることにご留意ください。 

 ［ 本資料に関するご照会先 ］ 
  

 株式会社秋田銀行 経営企画部 企画チーム 

  TEL：018-863-1212 

  http：//www.akita-bank.co.jp 

本資料について 

 本資料について   

（あきぎんオリジナルキャラクター） 


